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Researches of the past suggest housing environment and residents’ health have a correlation. On the other 
hand, there are few studies refer to the causal relationship between those. Thus, the purpose of this study is to 
estimate the causal relationship between housing environment and residents’ health condition. To achieve the 
purpose above, we analyzed internet-based countrywide questionnaire data using structural equation modeling 
(SEM). “Good housing environment makes residents’ health condition better” was our assumption at first. 
However, the results suggested that “healthy people live in good housing environment” which is opposite causal 
relationship from initial assumption. From the results, we can observe that there might be a problem of the way 
to grasping respondents’ housing environment with accuracy because of subjective evaluation. Therefore, to 
make this study more accurate, the results of SEM suggested that we need to redo questionnaire with additional 
question and get the objective evaluation of housing environment.      





































































タを、図 1 に示す「交差遅れ効果モデル」と図 2 に示す「同
時効果モデル」という2つのモデルを用いて分析を行なう。
交差遅れ効果モデルでは、Y の変化に対する 1 時点目の X
の値である𝑋"の因果的影響力（𝑋"からの交差遅れ効果、𝛽"）













そこで、本研究では 2010 年または 2012 年のベースライ












図３ WEB アンケート調査のフロー 
 
表１ 健康チェックリスト配点一覧（部屋ごと） 
部屋の場所 質問数 配点 
1. リビング 7 21 
2. 寝室 7 21 
3. キッチン 5 15 
4. 浴室･脱衣所･洗面所 7 21 
5. トイレ 3 9 
6. 玄関 3 9 
7. 廊下･階段･収納 7 21 
8. 家のまわり 5 15 
合計 44 132 
 
表２ 健康チェックリスト配点一覧（環境要素ごと） 
環境要素 質問数 配点 
a.温熱環境 12 36 
b.音環境 2 6 
c.光環境 4 12 
d.衛生環境 9 27 
e.安全環境 15 45 
f.防犯環境 2 6 












































は 91 点である。 





























を表 3、表 4 に示す。 終的な有効回答数はベースライン
戸建調査が 5,497 世帯、ベースライン共同調査が 10,254 世
帯の計 15,751 世帯となった。 




 戸建調査 共同調査 
対象 全国の戸建住宅の居住者 全国の共同住宅の居住者 
調査手法 WEB アンケート 
調査時期 
2010 年 11 月 
2011 年 2 月 2012 年 2 月 














調査手法 WEB アンケート 
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主観的健康感は 0 点から 100 点の 10 点刻みで回答を依頼
した。前回調査時点での平均点は 64.9 点、追跡調査時点で










は 19.9 点、 頻値は 104 点であり、追跡調査時点での平均































































































フローを図 7 に示す。なお、潜在変数「ベースライン 住
環境」と「追跡 住環境」を構成する観測変数に健康チェッ
クリスト 44 問全てを投入することは計算負荷の側面より
不可能であったため、既往研究[9]を参考に 44 問から 6 問
を抽出した健康チェックリスト 6 問短縮版（以降、6 問短





分析の結果を図 8、図 9 に示す。交差遅れ効果モデルと
同時効果モデルの適合度は、エラーの多さを示す RMSEA
が 0.030、データとモデルの適合度合いを示す CFI が 0.988
であり、適合度は高かった。 
図 8、交差遅れ効果モデルでは、潜在変数「ベースライ






図 9 の同時効果モデルでも潜在変数「追跡 住環境」か
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図 14、図 15 に示す、 も築年数の浅い築 7 年から 16 年
の群においては因果の方向を明確に見出すことはなかっ
た。 
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図１４ 交差遅れ効果モデル（築 7-16 年） 
 
 
図１５ 同時効果モデル（築 7-16 年） 
 
図１６ 交差遅れ効果モデル（築 17-29 年） 
 
 
図１７ 同時効果モデル（築 17-29 年） 
 
 
図１８ 交差遅れ効果モデル（築 30 年以上） 
 
 
図１９ 同時効果モデル（築 30 年以上） 
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築年数（追跡調査時） .0730** 0.000 
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